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Ⅰ.団体の社会的役割 Ⅱ.事業の背景・社会課題
(1)団体の目的

(2)団体の概要・事業内容等

入力数 (1) 186 字 (2) 200 字 入力数 637 字

資金分配団体に採択

学生 1200人/延
こども 1200人/
延
地域の方々 120
人

新型コロナウイルス感染症により深刻化した社会課題
社会を構成するすべての主体が、社会の課題解決や地域の活性化などの公益活動を支えることが
できる仕組みを構築し、持続可能で豊かな地域社会の創造と発展を目的としている。
長野県のみらいを創るために、資金・人材・知恵を生み出し、はぐくみ、守り、新しい地域循環
で、地域に根付いた非営利の公共的活動を支援し、地域を俯瞰する視点・視座と地域解決を扇動
することで、地域社会へ貢献していく。

長引くコロナ禍の影響で、地域全体、そこで学ぶ学生、子どもたちには、コロナ感染症拡大当初
とは異なった影響が見えてきている。経済的な困窮は更に格差が進んでいる。そういった状況に
おいて
対象者（大学生）
① 大学生の半数以上が奨学金を受け取り学んでいる。その33％が仕送りがなく、84%がアルバ
イトで生計を立てていた。その、状況がコロナで一変し、学び続けられない、下宿代が払えな
い、子ども食堂の弁当配布に大学生が並ぶ、といった状況が生まれている。長野大学の教授から
はやむなく退学する学生もいると聞く。
② 学業のスケジュールに合わせたアルバイトの減少（夕方から夜間、祝祭日、長い休み機関）
に対応した収入を必要としている。
③長引くコロナにおいて、学び、サークルや趣味の集いの減少、友人等との対面のコミュニケー
ションの減少で、学生の孤立感が顕著になっている。
（子ども若者）
① コロナ禍における就労状況の悪化による家庭の収入源や学ぶ環境の変化による子ども若者
が、さらに孤立化し、学ぶ機会が大きく減っている。フリースクールには小中生徒が増え続けて
いる（経済的原因）
②学校の学びについていけない子ども、障害を持つ子ども若者へ丁寧な学習の機会が減少してい
る。（困難を抱えた子ども若者）
③多様な体験やコミュニケーションを得る機会が減少している。
（地域の大人）
①イベントや集いの機会が減少し、特に高齢者の孤立が顕著となっている。
②地域のコミュニティ機能が弱くなり、若い力が欲しい。

寄付サイト「長野県みらいベース」を2013年から運営、県内の公益活動を支援。中間支援組織
として、多様なセクターとの協働を生み出している。
これまで、寄付累計総額111,175万円、566団体へ助成を行った。2021.3
県事業「こども支援の官民協働の地域プラットフォーム」では連携組織の構築に携わった。
受託助成事業では、県内6ヶ所に常設型子どもの居場所の設立運営支援。環境プログラム支援な
どを展開。

上記以外
その他の解決すべき社会の課題

実施期間 2022年7月 2023年9月
事業
対象地域

長野県

事業対象者：
（助成で見込む
最終受益者）

県内で学ぶ大学生（主として生活費等をアルバイト等
で賄っている学生、奨学金を受け取っている学生等コ
ロナ禍で経済的に困窮している学生、長引くコロナで
孤立気味の学生）
コロナ禍で学習・体験、交流の機会が減っている子ど
も（小中高生）
交流する機会が減っている地域の人々（特に高齢者）

事業
対象者人
数

3) 地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況
に直面している地域の支援に係る活動

3)-⑦地域の働く場づくりの支援や地域活性化などの課題解決に向
けた取組の支援

3)-⑧安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援

優先的に解決すべき社会の諸課題

領域 分野

1) 子ども及び若者の支援に係る活動

1)-①経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子供の支援

1)-②日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援

1)-③社会的課題の解決を担う若者の能力開発支援

2)-⑤孤独・孤立や社会的差別の解消に向けた支援

  新型コロナ対応支援枠
事業計画

事業名(主) 困窮、孤立する若者・学生と地域がつながる

事業名(副)
※任意

キャッシュフォーワークを活用した地域支援

資金分配団体名 公益財団法人長野県みらい基金

2) 日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援
に係る活動

2)-④働くことが困難な人への支援

2)-⑥女性の経済的自立への支援

2019年度（通常枠） 資金分配団体に採択

休眠預金事業への
採択/申請歴

申請種別・状況

資金分配団体に採択

資金分配団体に採択

対象年度・事業

2020年度新型コロナウイルス対応緊急支援助成（随時募集も含む）

2020年度(通常枠)

2021年度(通常枠)



入力数 200 字

Ⅲ.事業

入力数 179 字
資金支援

非資金支援

Ⅳ.実行団体の募集

・地域の子どもたちが安心して学びの場、体験、交流の場の提供、子どもへのオンラインでの学び交流への支援・子どもの学習進度の把握、教材の入
手、運営支援

2022年9月～2023年8月

(3)申請数確保に向けた工
夫

・県内大学へ直接説明 ・県教育委員会へ事前相談と公募時の協力依頼 ・県内中間支援団体への告知（市民活動応援協議会）
・県内子ども支援関係団体への周知（みらい基金ML350団体） ・子どもカフェ（食堂）県担当部署より周知（100団体）
・県経営者協会、県労福協、県社協等へ周知協力

(4)予定する審査方法
 (審査スケジュール、審査
構成、留意点等）

2020年度コロナ緊急枠審査を踏襲しつつ、事業対象の明確化を図り、簡素化、スピード感を意識した審査とします。
【公募】公募期間：2022年7月（1ヶ月間） 審査：8月末→実行団体内定 助成開始：9月
・申請受付時に、資金提供契約締結に必要な書類を案内し、スムーズな締結を目指す。
・伴走支援内容も想定した契約締結のやり取り
・経理等の基盤整備の検証も並行して行う

(1)採択予定実行団体数 5～10（実行団体の受け持つ拠点数による） (2)１実行団体当たり助成金額
400万円～ 1200万円（実行団体の受け持つ拠点数に

よる）

(3)-②アウトプット（事業の実施により生み出された
「結果」）

実施・到達状況の目安とする
指標

把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

１）・経済的に困っている大学生のアルバイトが生まれる
・中間就労等雇用形態の明確化による支払賃金が公明になる
→大学生に適正なアルバイト費が支払われる
・地域に学生が参加することを知る人が増える
２）・地域の子どもたちに学び、体験、交流の機会が増える

１）①先生役の学生人数
②学生の収入
③広報数
２）①学習の機会の回数
②学習、体験、交流の種類

１）①カウント
②カウント
③カウント
１）①カウント
②カウント 定性

１）①学生5～7人×学び拠点県内10ヶ所
×10月=500人～700人
②40,000円/月 以上③1回/月 以上
２）①週4回/１ヶ所＝月４回以上
②・地域の教材＋ツール使用
・子どもにそった学習、体験、交流の進度

１）2023年9月

２）2023年9月

(4)事業終了後に目標とする状態（短期アウトカム）
実施・到達状況の目安とする

指標（任意）
把握方法（任意） 目標値/目標状態（任意） 目標達成時期

（任意）
１）・経済的に困っている大学生が安心して学ぶことができ
る状態になっている。
・大学生たちが自ら地域とつながることができるようにな
る。
２）・地域の子どもたちや学生が、多様な地域の人と学べる
ようになる。

１）・学生が在学状態
・子どもの居場所での大学生のつながり

２）子どもの居場所に大学生がいる

１）・アルバイトをした学生への事後ア
ンケート

２）・居場所へのアンケート、ヒアリン
グ

１）・在籍状態 100％
・自身で子どもたちと接する機会 50％

２）・居場所の30％

2024年3月

４）地域の大人が、学生の子どもとつながる事業運営をサポート又は交流の場づくり（学生、子ども、大人が参加する交流プラットフォーム）で地域
のまちづくり活動への参加を促すなど地域との関係性を生み出す。

2022年9月～2023年8月

(3)-①活動（資金分配団体による伴走支援） 時期
2022年7月～2023年9月

2022年7月～2023年9月

2022年7月～2023年9月

2022年7月～2023年9月

(2)-②アウトプット（事業の実施により生み出された
「結果」）

実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

１）大学生が学習支援で生活費を手に入れる

２）大学生の地域参加が増え、実践的な学びを経験できる。

３）子どもたちが学ぶ、交流の機会を手に入れる

１）①先生役の学生人数
②学生の収入
２）学生の参加数
３）①学習の機会の回数
②学習、交流の種類

１）①カウント
②カウント
２）カウント
３）①カウント
②カウント 定性

１）①学生5～7人×拠点県内10ヶ所×10
月=500人②40,000円/月 以上
２）500人の10％
①週4回/１ヶ所＝月４回以上
②・地域の教材使用
・子どもにそったの学習進度

１）2023年8月

２）2023年8月

３）2023年8月

１）・キャシュ・フォー・ワーク（学習・体験・交流支援）における雇用形態、経理等環境整備支援・対象者のアセスメント支援

・大学当局、大学周辺行政、関係機関との連携、協調環境醸成

２）・子ども支援団体、小中学校、市町村担当部局への広報支援

３）・学生、子ども、地域をつなげる支援

・子どもたちの必要な学び・経験を提供し、大学生に安心して学習支援のできる運営支援 2022年9月～2023年8月

２）孤立する大学生へ地域参加の機会を設ける。 2022年9月～2023年8月

３）学ぶ機会が大きく減少した子ども若者へ、学び、体験、交流を生み出す 2022年9月～2023年8月

１）コロナ禍における大学生のアルバイト需要へキャシュ・フォー・ワーク（学習・交流支援）にて収入を増やし、地域との関係性を生み出す。
２）孤立する大学生を地域に結びつける。
３）学ぶ機会が大きく減少した子ども若者へ、学ぶ場と機会、大学生や地域との交流を生み出す。
４）大学生、地域の子ども、地域の構成員が繋がり協働事業をすることで、地域共生の環境づくりをする。

(2)-①活動（実行団体の活動想定） 時期
１）コロナ禍における大学生のアルバイト需要へキャシュ・フォー・ワーク（学習・体験・交流支援）にて対応する 2022年9月～2023年8月

・地域の子どもへ学習・体験・交支援を行う学生への正当な賃金を提供する・地域の子どもたちが安心して学ぶ、遊ぶ、交流の提供、オンラインでの
学びへの支援	

2022年9月～2023年8月

(1)事業の概要

(2)新型コロナ対応支援枠の助成申請に至った理由
長期化するコロナが、大学生の学び、孤立、そして地域の子どもたちの学び、成長、地域に暮らす高齢者に大きな影響があり、学びを継続し、孤立する大学生の経済状況、生活環境を改善し、か
つ、地域の子どもがおかれている学びや体験の格差に対して機会を創出し、地域の大人との交流を図る。大学生と地域の子どもがコミュニケーションすることで生まれる地域の新しいチカラ。大学
生、子ども、地域三方良しとなる助成事業を展開する。



Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②-1その他、助成金等の分配の実績

   ②-2前年度に助成した団体数 88団体    ②-3前年度の助成総額 80,297,000円

(2)事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績
・「こども若者支援に関する実態調査」 ・「子育て家族実態調査」読み解き会（コレクティブインパクト）県内5地域
・県内佐久、諏訪、松本、北アルプス、木曽、上伊那、南信州7地域での「こども支援の官民協働の地域プラットフォーム」構築
・プロボノマッチングシステム構築 ・環境教育プログラムづくりにおける多様なステークホルダーとのマッチング ・子ども第3の居場所のコミュニティモデルへの伴走支援
・2019年度休眠預金通常公募県内7事業の子ども若者支援事業

本事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予
定も含む）

有 無
有の場合
その詳細

NPO等の20～30万円のコロナ対応への資金
需要に応える

・自財団の寄付募集システム「長野県みらいベース」による寄付募集助成 2013 年～21/03 累計¥111,175,000-
・受託助成事業：日本財団 海と日本P 子ども第3の居場所

本事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含む） 有 無
有の場合
その詳細

本事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含む）を
受けていない。

無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参照）

(2)他団体との連携体制
・長野県、長野市、松本市、塩尻市、上田市、佐久市、茅野市等行政関係機関、信州大学、県立大学、長野大学、松本大学、佐久大学、諏訪東京理科大等、
県経営者協会、県労福協、県社協

(3)想定されるリスクと管理体制 ・就労関連法規専門家、雇用等経理専門家を伴走支援チームに置き、雇用、経理への事前教育を行い、トラブルに備える。

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無
①コロナウイルス感染症に係る事業

(1)メンバー構成と各メンバーの役割 ・プログラムディレクター（統括）１名 プログラムオフィサー1名 アカウントディレクター（資金管理）2名


